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大切な将来のために国民国国民民
年年年
金金金

第１号 被保険者�

自営業や自由業の人、�
学生、無職の人など　�

第２号 被保険者�

厚生年金や共済組合に�
加入している人　　　�

第３号 被保険者�

第２号被保険者に扶養�
されている配偶者（年�
収130万円未満）　　�

会社などに就職した　�

結婚や退職により�
配偶者に扶養され�
るようになった　�

会社などを�
退職した　�

配偶者が  　　�
退職した  　　�

年収が１３０万円�
を超えた　  　�

会社などに�
就職した　�

結婚や退職により配偶者に�
扶養されるようになった　�

公的年金・�
恩給�
61.8％�

仕送り・その他の所得 1.8％�

年金以外の社会保障�
給付金 1.4％　�

利子・配当金 1.4％�

家賃・地代の所得�
5.9％�

稼働所得�
27.7％�

「将来、自分の生活を支えてくれるものは何で
しょう？」―この漠然とした質問に、皆さんはど
のような答えを用意されていますか。公的年金、

個人年金、貯蓄、財産、家族、それとも自
分自身ですか。答えは人により様々、どれ
もが大切な支えであると思います。１１月は

「国民年金制度推進月間」。この機
会に国民年金も、あなたの将来を支
える重要なものの一つであるという
ことを考えてみてください。

国民年金は、みんなでみんなを支
える世代間扶養の制度です。公的年
金には次のようなメリットがありま
す。

《保険料が所得控除》
あなたと扶養家族の保険料は全額
所得から控除されます。

《生涯にわたる保障》
長い老後に必要な安定収入。ます
ます貴重になる終身年金です。

《国の運営なので安心》
５年ごとに見直し、国が責任を持
って制度の安定を図ります。

《国からの補助》
受け取る基礎年金の財源は３分の
１が国庫負担です。

�高齢者世帯における公的年金・
恩給の総所得に占める割合（平成１１
年）
①１０割…６１．４％
②８割以上１０割未満…９．５％
③６割以上８割未満…８．９％
④４割以上６割未満…８．４％
⑤２割以上４割未満…７．９％
⑥２割未満…３．９％

いずれも厚生労働省「平成１２年
国民生活基礎調査の概況」より

国民年金には３種類の基礎年金
（老齢・障害・遺族）があります。
これらの年金を受けるためには、一
定期間、保険料を納付していること
が必要です。未納期間があると、将
来の生活を支える老齢基礎年金が減
額されるだけでなく、もしものとき
に障害基礎年金や遺族基礎年金を受
けることができなくなることがあり
ます。保険料は期限までに納めるよ
うにしましょう。
経済的に納付が困難な場合は免除
制度もありますので、年金課（０７９８
・３５・３１２４）へご相談ください。
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全
な
成
長
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い

児
童
手
当
な
ど

子
供
の
健
全
な
成
長
を
願
っ

て
児
童
手
当
な
ど
を
支
給
し
て

い
ま
す
。
所
得
制
限
な
ど
が
あ

り
ま
す
。

【
児
童
手
当
】
対
象
は
義
務

教
育
就
学
前
の
児
童
を
養
育
し

て
い
る
人
。
支
給
期
間
は
６
歳

到
達
後
最
初
の
年
度
末
ま
で

【
児
童
扶
養
手
当
】
対
象

は
、
父
と
の
死
別
や
父
母
の
離

婚
な
ど
で
父
と
生
計
を
と
も
に

で
き
な
い
か
重
度
障
害
な
ど
の

父
を
持
つ
児
童
の
、
母
か
養
育

者
。
支
給
期
間
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１８
歳
到
達
後

最
初
の
年
度
末
ま
で

【
特
別
児
童
扶
養
手
当
】
対

象
は
障
害
程
度
が
中
度
以
上
の

２０
歳
未
満
の
児
童
を
養
育
す
る

人
障
害
者
や
遺
児
に

市
民
福
祉
金

市
独
自
の
制
度
と
し
て
、
市

内
に
引
き
続
き
１
年
以
上
住
ん

で
い
る
障
害
者
や
遺
児
に
市
民

福
祉
金
を
支
給
し
て
い
ま
す
。

本
人
・
配
偶
者
・
扶
養
義
務
者

に
つ
い
て
所
得
制
限
が
あ
り
ま

す
。【

障
害
福
祉
金
】
対
象
は
身

体
障
害
者
手
帳
、
療
育
手
帳
、

軽
度
以
上
の
判
定
書
ま
た
は
精

神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
を
交

付
さ
れ
て
い
る
人

※
す
で
に
手
帳
な
ど
を
交
付

さ
れ
て
い
て
申
請
が
ま
だ
の
人

は
、
お
早
め
に
申
請
を
し
て
く

だ
さ
い

【
遺
児
福
祉
金
】
対
象
は
１８

歳
未
満
の
児
童
（
高
校
な
ど
に

在
学
中
の
と
き
は
２０
歳
未
満
）

で
、
両
親
ま
た
は
父
か
母
が
い

な
い
状
態
か
、
父
ま
た
は
母
が

重
度
障
害
の
人
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国
人
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高
齢
者
や

重
度
障
害
者
に

特
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給
付
金

国
民
年
金
の
制
度
的
な
理
由

に
よ
り
老
齢
基
礎
年
金
や
障
害

基
礎
年
金
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
な
い
外
国
人
な
ど
の
高
齢
者

や
重
度
障
害
者
に
、
市
独
自
の

制
度
と
し
て
「
外
国
人
等
高
齢

者
・
重
度
障
害
者
特
別
給
付
金
」

を
支
給
し
て
い
ま
す
。

年
金
課
は
国
民
年
金
事
務
以
外
に
、
児
童
手
当
や

市
民
福
祉
金
な
ど
に
関
す
る
事
務
も
行
っ
て
い
ま
す
。

所
得
制
限
な
ど
に
よ
り
受
給
で
き
な
い
場
合
も
あ
り

ま
す
が
、該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
人
は
年
金
課（
０
７

９
８
・
３
５
・
３
１
８
９
）
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

年
金
課
は
１１
月
１６
日
か
ら

１８
日
ま
で
、
「
国
民
年
金
パ

ネ
ル
展
」
を
ギ
ャ
ラ
リ
ー
・

フ
レ
ン
テ
（
フ
レ
ン
テ
西
宮

４
階
）
で
開
催
し
ま
す
。
時

間
は
午
前
１０
時
か
ら
午
後
４

時
ま
で
。

年
金
制
度
の
仕
組
み
な
ど

を
紹
介
し
ま
す
。
来
場
者
に

は
記
念
品
を
プ
レ
ゼ
ン
ト
。

お
気
軽
に
お
立
ち
寄
り
く

だ
さ
い
。
問
合
せ
は
年
金
課

（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
１

２
６
）
へ
。

国
民
年
金
は
、
厚
生
年
金
や

共
済
年
金
な
ど
と
常
に
関
連
し

て
い
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
年
金

が
つ
な
が
っ
て
、
将
来
の
年
金

額
に
反
映
し
ま
す
。
就
職
や
結

婚
な
ど
生
活
に
変
化
が
あ
っ
た

と
き
は
、
年
金
の
�
か
た
ち
�

も
変
わ
り
ま
す
。
し
っ
か
り
と

届
け
出
を
し
て
、
年
金
を
つ
な

い
で
い
き
ま
し
ょ
う
。

下
図
の
よ
う
な
と
き
は
年
金

の
種
別
が
変
わ
り
、
届
け
出
が

必
要
で
す
。
詳
し
く
は
年
金
課

（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
１
２

４
）
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

市
独
自
の
制
度
な
ど
紹
介

該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
人
は
相
談
を

所
得
制
限
な
ど
あ
り

１１月は制度推進月間

独自のメリット！

生
活
に
変
化
が
あ
っ
た
と
き

保険料の納付は期限までに

届
け
出
し
っ
か
り
と

高齢者世帯における所得の種類と割合
（平成１１年）

）

１１月１６日～１８日
ギャラリー・フレンテで

老老後後のの大大ききなな支支ええにに

年金パネル展

（

平成１３年（２００１年）１１月１０日 （４）


